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特集Ⅰ：東日本大震災と警察活動

平成２３年３月１１日午後２時４６分、三陸沖を震源とする国内観測史上最大規模の地震が発生し、
この地震に伴って生じた高い津波は、東北地方の太平洋沿岸部を始めとする各地を襲うととも
に、原子力発電所における事故等を引き起こしました。
警察では、震災発生以来、被災地の岩手・宮城・福島を始めとする各県警察を中心に、全国警
察から多くの応援部隊を派遣して全国警察一体となった体制を確保し、厳しい環境の中で、被災
者の避難誘導や救出救助、行方不明者の捜索、原子力災害への対応、各種の交通対策、被災地にお
ける安全・安心の確保といった幅広い活動に取り組んでいます。
この度の災害はまさに未曽有の大災害であり、極めて広範囲かつ甚大な被害をもたらしたこ
とから、行方不明者の捜索、原子力災害への対応、被災地の復旧・復興といった震災対応は相当
長期化し、様々な困難を伴うことが予想されるとともに、津波により町全体が流され、従来の地
域コミュニティが崩壊するなど過去の災害とは全く異なる特有の状況にあります。
この特集では、第１節で東日本大震災の概要、被害状況及び警察の体制を概観した上で、第２
節で主な警察の活動について記述しました。この特集を通じて、この東日本大震災における警察
の活動について御理解を深めていただき、今後とも御協力をいただければ幸いです。
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岩手県沿岸部の集落を襲う津波 福島第一原子力発電所（（時事）エアフォートサービス提供）

宮城県亘理郡亘理町の被災状況 仙台空港の被災状況

１ 概要及び被害状況
（１）概要

平成２３年３月１１日午後２時４６分、三陸沖を震源とするモーメントマグニチュード９．０（暫定値）
の「平成２３年（２０１１年）東北地方太平洋沖地震」が発生し、宮城県栗原市では震度７を、宮城県、福
島県、茨城県及び栃木県の４県では震度６強をそれぞれ観測するなど、国内観測史上最大規模の
地震となった。この地震に伴って発生した高い津波は、東北地方の太平洋沿岸部を始めとする各
地を襲うとともに、原子力発電所における事故等を引き起こした。
政府は、この地震によってもたらされた災害を「東日本大震災」と命名した。

（２）被害状況

東日本大震災による全国の死者は１万５，４６７人（余震による死者を含む。）、行方不明者は７，４８２
人に上った（平成２３年６月２０日現在）。
特に被害の大きかった岩手県、宮城県及び福島県の東北３県では、電気、ガス、水道等の生活イ
ンフラが大きな打撃を受けたほか、福島県では、原子力発電所における事故の影響を受けて、多
くの被災者が避難所生活を強いられることとなった。
なお、地震発生から１か月間に東北３県において検視等が行われた死者１万３，１３５人のうち、

９２．４％に当たる１万２，１４３人の死因は、溺死であると判明した。

被害状況及び警察の体制
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岩岩手県
死 者

行方不明者

宮城県

福島県

全 国

死 者 15,467人
行方不明者 7,482人

9,253人
4,716人

1,597人
341人

4,551人
2,421人

死 者

行方不明者

死 者

行方不明者

震源

福島第一原発
福島第二原発

地図使用承認©昭文社第53G019号

溺死
12,143人
92.4%

圧死等
578人　4.4%

焼死
148人　1.1% 不詳

266人　2.0%

注：３月11日から４月11日までに東北３県において検視等を行った遺体13,135体を対象とする。

図―１ 被害状況（平成２３年６月２０日現在） 図―２ 震災における死因（平成２３年４月１１日現在）

岩手県警察

約1,100人
全国警察から

約1,400人

３県合計

約12,800人体制
（うち約4,800人派遣）

全国警察から

約1,900人

全国警察から

約1,500人

宮城県警察

約3,900人

福島県警察

約3,000人
地図使用承認©昭文社第53G019号

図―３ 警察の体制（１日当たりの最大時）

❶広域緊急援助隊
広域緊急援助隊は、７年１月１７日に発生した阪神・淡路大震災に

おける災害警備活動の貴重な経験を踏まえ、災害対策のエキスパー
トチームとして、同年６月１日、全国の都道府県警察に設置された。
現在、広域緊急援助隊には、救出救助活動等を行う警備部隊、緊急交
通路の確保等を行う交通部隊及び検視等を行う刑事部隊があり、平
素から練度の向上を図っている。

広域緊急援助隊（警備部隊）

２ 警察の体制
警察では、岩手県警察、宮城県警察及び福島県警察に対し、それぞれの県公安委員会からの援
助の要求等により、全国から広域緊急援助隊員等延べ約３８万９，０００人（平成２３年６月２０日現在）、
１日当たり最大約４，８００人を派遣し、自衛隊、地方自治体、消防等と連携を図りながら、被災者の
避難誘導及び救出救助、行方不明者の捜索、緊急交通路の確保、被災地における安全・安心を確
保するための諸活動等の災害警備活動に当たった。
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JR常磐線に乗車中に被災した福島県相馬警察署の
新人警察官２人は、直ちに乗客の負傷の有無を確認し
て乗務員に報告するとともに、津波警報（大津波）が発
表されたことを認知したため、先頭と最後尾に分かれ
て乗客約４０人を高台の町役場へと誘導し始めた。最後
尾にいた警察官が、すさまじい音に気付いて後ろを振
り向くと、濁流が車両や住宅等を押し流しながら数百
メートル後方にまで迫ってきていたため、当該警察官
は、偶然通りかかった軽トラックを停車させ、足を痛
め最後尾を歩いていた女性を助手席に乗車させるとともに、自らは軽トラックの荷台に乗り込
み、難を逃れた。列車は、津波に飲み込まれて脱線転覆したが、乗客らは全員無事であった。

“くの字”に折れ曲がった JR常磐線の列車車両

保育所へ長男を迎えに行くために海岸沿いの道路を
車両で通行していた女性は、宮城県仙台市内の交差点
で警棒を回しながら「内陸に行け」と大声を張り上げる
宮城県仙台南警察署荒井交番の警察官の姿を見た。こ
の女性は、誘導に従い、内陸側に右折したところ、背後
に津波が迫ってきたため、急いで車両を乗り捨てて避
難し、一命を取りとめることができた。後にこの警察官
が殉職したことを知った女性は、無事であった長男ら
家族と共に荒井交番に弔問に訪れ、「助けていただいた
命なので、悔いのない生活を送っていきたい」と涙をこ
ぼした。

宮城県仙台市若林区荒浜地区の被災状況

津波警報（大津波）の発表に伴い、沿岸部住民等の避
難誘導を実施していた青森県八戸警察署の警察官は、
青森県八戸市内の新井田川の河口付近で川底が見える
くらいまで水が引いている状況を確認した。この警察
官は、先人からの言い伝えを思い出し、「大規模な津波
が押し寄せてくる」との危機感を抱き、懸命に高台に向
かうよう呼び掛け、約１５０人の住民等を無事避難させ
た。

青森県八戸市内の道路に押し寄せる津波

１ 被災者の避難誘導及び救出救助等
（１）避難誘導

被災地の各県警察では、地震発生直後から、津波による被害が発生する危険性の高い地域の住
民等を高台へ避難させるなど、迅速な避難誘導を実施した。その過程では、多くの警察官が殉職
した。

主な警察の活動
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広域緊急援助隊による捜索

平成２３年３月２０日午後４時５分頃、宮城県石巻警察
署の警察官４人は、宮城県石巻市内において捜索活動
を実施していたところ、倒壊家屋から助けを求める少
年を発見した。少年が、倒壊家屋の中に祖母がまだいる
と申し立てたことから、警察官１人が家屋に入って探
索したところ、倒れたクローゼットの上で高齢の女性
を発見したため、消防と共同で救出し、２人を鹿児島県
警察のヘリコプターで病院に搬送した。被災から９日
ぶりの救出であった。 宮城県石巻市における救出

２３年３月１２日、警視庁の広域緊急援助隊は、宮城県仙
台市若林区荒浜地区において捜索活動をしていたとこ
ろ、津波により孤立した集落を発見した。現場は、海か
ら離れていたものの水浸しの状態で足場も悪く、救助
活動は困難を極めたが、各隊員が数珠つなぎとなって
孤立集落から被災者を順次救助した。

宮城県仙台市若林区荒浜地区における救助

（２）救出救助及び捜索

全国から派遣された広域緊急援助隊や機動隊が、被災地の県警察と一体となって被災者の救
出救助や行方不明者の捜索を実施した。これらの活動に当たっては、災害救助犬やエンジンカッ
ター等の装備資機材を活用するとともに、津波により地上から接近できない現場が多かったこ
とから、警察用航空機（ヘリコプター）に機動隊員が同乗し、被災者を吊り上げて救出した。この
結果、警察は、約３，７５０人の被災者を救出救助した。
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２３年３月１１日、宮城県警察のヘリコプター
に同乗した機動隊員は、宮城県名取市内にあ

ゆりあげ

る閖上大橋から女性１人を、付近の歩道橋か
ら生後５か月の乳児と母親を含む５人をそれ
ぞれ吊り上げて救出した。女性１人は、津波に
より負傷し、救急車で搬送されている途中に
橋の上で孤立していた状況であり、隊員らは、
河口から更なる津波が迫りくる中、この女性
を救出した。また、歩道橋からの救出は、日没
直後で薄暗い上、近隣で火災が発生している
という極めて困難な状況の下で行われた。

ヘリコプターによる救出

２３年３月１６日、栃木県警察の広域緊急援助隊は、宮城県多賀城市内において捜索活動を実施し
た。現場は、何十台もの車両等が津波に押し流されて積み重なっており、がれきの山となってい
た。余震が続き、気温は摂氏零度という厳しい環境の中での捜索であったが、強い使命感の下、懸
命な捜索活動を展開し、１体の遺体を発見した。

宮城県多賀城市における捜索 捜索の結果、発見した遺体に手を合わせる隊員

北海道警察の災害救助犬「アジー
ル号」は、突然の派遣に落ち着かない
様子であったが、現地入りしてから
は持ち前の集中力を発揮し、ハンド
ラーの指示に的確に反応して任務を
遂行した。このときの捜索では、被災
者の発見、救出には至らなかったが、
時には家屋の廃材の中に入り、鼻や
足を傷つけながら懸命に捜索を行っ
た。

災害救助犬による捜索
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区分

県
遺体収容数（体） 検視等実施数（体） 身元確認数（体）

遺体引渡数（体）
うち遺族引渡数（体）

岩手県 4,549 4,549（100） 3,783（83.2） 4,502（99.0） 3,624（79.7）
宮城県 9,251 9,251（100） 8,306（89.8） 9,235（99.8） 7,708（83.3）
福島県 1,597 1,597（100） 1,487（93.1） 1,595（99.9） 1,215（76.1）
３県合計 15,397 15,397（100） 13,576（88.2） 15,332（99.6） 12,547（81.5）

表―１ 検視、身元確認等の実施状況（平成２３年６月２０日現在）

注１：（ ）内は遺体収容数に占める比率（％）を示す。
２：「遺体引渡数」には、遺族のほか、市町村に引き渡した遺体の数を含む。

（３）検視、身元確認等

① 検視、身元確認等の実施
犠牲者の遺体は、警察において検
視等を行い、身元を確認した上で遺
族に引き渡すこととしたが、大規模
災害時には、被害規模を正確に把握
する上でも、警察による検視、身元確
認等の活動は非常に重要となる。特
に多くの遺体が収容された岩手県、
宮城県及び福島県には、全国の都道
府県警察から１日当たり最大４９７人
の広域緊急援助隊（刑事部隊）が派遣
され、医師や歯科医師の協力を得て、
遺体の検視、身元確認等を行った。
これらの活動は、断水や停電等の厳しい条件の中においても、遺体の全身に付いた泥をわずか
な水で丁寧に洗い落とすなど、細心の注意を払いながら行われた。

遺体の氏名等を掲載している県警察のウェブサイト

② 身元確認のための様々な取組
遺体の身元を明らかにするためには、その所持品や
発見場所から氏名や住所を特定することや、遺族等の
対面による遺体確認等が必要となるが、今回の震災に
伴い収容された遺体は、津波に飲み込まれて居住地等
から相当離れた場所で発見されたり、所持品等が失わ

り

れたりしているケースや、家族全員が罹災し、遺体確認
が困難とみられるケースも多く、身元確認が難航した。
このため警察では、
・遺体安置所に遺体の写真やその着衣、性別、身体特
徴等の情報を掲示し、県警察のウェブサイトにも
これらの情報を掲載する
・事後の身元確認に備え、検視等に際して遺体の指
紋、掌紋及びDNA型鑑定資料の採取や歯牙形状の記録を徹底する
・行方不明者の家族から、DNA型の親子鑑定的手法の活用を図るための資料を採取するほ
か、日本赤十字社の協力により、行方不明者の献血した血液検体の提供を受ける

など様々な取組を行い、一人でも多くの身元が確認できるよう努めている。

検視等に従事する広域緊急援助隊（刑事部隊）
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【福島第一原子力発電所】

避 難 指 示 ： 3月11日
⇒

3月12日
⇒

3月12日
半径3km圏内 半径10km圏内 半径20km圏内

屋 内 退 避 指 示 ： 3月11日 ⇒ 3月15日 ⇒ 4月22日
半径3~10km圏内 半径20~30km圏内 解除

警 戒 区 域 設 定 ： 4月22日
半径20km圏内

計 画 的 避 難 区 域 設 定 ： 4月22日
福島県葛尾村、浪江町、飯舘村、川俣町の一部及び南相馬市の一部のうち、福島第一原発から半径20km圏外の地域

緊 急 時 避 難 準 備 区 域 設 定 ： 4月22日
福島県広野町、楢葉町、川内村、田村市の一部及び南相馬市の一部のうち、福島第一原発から半径20km圏外の地域

【福島第二原子力発電所】

避 難 指 示 ： 3月12日
⇒

3月12日
⇒

4月21日
半径3km圏内 半径10km圏内 半径8km圏内

屋 内 退 避 指 示 ： 3月12日
半径3~10km圏内

図―５ 避難指示等の推移（平成２３年６月２０日現在）

２ 原子力災害への対応
（１）概要 図―４ 警戒区域等（平成２３年６月２０日現在）

平成２３年３月１１日及び１２日、地震や津波に
より、東京電力株式会社の福島第一及び第二
原子力発電所において、原子力災害対策特別
措置法第１５条第１項第２号の規定に該当する
非常用炉心冷却装置注水不能等の事象が発生
したことから、政府は、原子力緊急事態宣言を
発した。
これに伴い、図―５のとおり、避難等の指示や
警戒区域等の設定が発令され、警察では、検問
のほか、これらの区域内における避難誘導、警
戒・警ら活動、捜索活動等に当たった。

（２）避難誘導、避難困難者の搬送

避難指示区域内における活動

警察では、避難指示等が発せられた直後から、福島第一及
び第二原子力発電所周辺において、住民の避難誘導や交通
整理を実施した。
また、福島第一原子力発電所から半径２０キロメートル圏
内に避難指示が発令された後には、放射線測定の専門部隊
と連携し、住民の避難誘導を行うとともに、避難指示区域内
の自力避難が困難な入院患者等を車両で区域外の避難所や
病院へ搬送した。
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❷原子力発電所周辺における警察官の安全確保
福島第一原子力発電所周辺で各種活動に従事する警察官は、放射

性粉じん用簡易防護衣、放射性粉じん用防護マスクを着装するとと
もに、個人被ばく線量計を携帯し、被ばく量を管理している。
また、警察の活動予定区域や進入経路においては、放射線量のモニ

タリングを事前に行い、安全の確保に努めている。
放射性粉じん用簡易防護衣

放射性粉じん用防護マスク

❸高圧放水車による放水
地震と津波の影響により、福島第一原子力発電所３号機の

使用済み核燃料貯蔵プール内に保管された核燃料から、大量
の放射性物質が大気中に漏れ出すおそれがあったことから、
経済産業省は、警察にプールへの注水を要請した。これを受け
て、警視庁の機動隊員等１３人は、平成２３年３月１７日、高圧放水
車により、プールに向けて約４４トンの水を放射した。隊員ら
は、刻一刻と変化する放射線にさらされながら、元来の目的で
ある暴動鎮圧とは別の用途で放水を行わなければならないと
いう困難な状況の中、放水を成し遂げ、その後の自衛隊や東京
消防庁等による放水活動の先駆けとなった。

高圧放水車及び放水に臨む警視庁機動隊員

（３）半径２０キロメートル圏内における警戒・警ら活動、捜索活動等

警察では、福島第一原子力発電所の半径２０キロメートル
圏周辺の主要道路上で検問を行うとともに、半径１０キロ
メートルから２０キロメートルの圏内で警戒・警ら活動を実
施した。
また、福島県警察と警視庁の特別派遣部隊は、平成２３年４
月７日から、福島第一原子力発電所の半径１０キロメートル
から２０キロメートル圏内において合同捜索を、福島県警察
は、同月１４日から、半径１０キロメートル圏内において捜索を
それぞれ実施し、６月２０日現在で合計３５５体の遺体を収容し
た。特に半径１０キロメートル圏内では、当初道路上のがれき
の撤去が進んでおらず、手作業でがれきをかき分けて捜索
を実施するなど過酷な環境の下での活動となった。その後、
地元の民間事業者と連携して重機でがれきを撤去しながら
捜索を実施した。

（４）警戒区域等設定に伴う活動
警戒区域や計画的避難区域が設定されて以降も、警察では引き続き検問や警戒・警ら活動、捜

索活動等を行うとともに、警戒区域内への一時立入りに際して、住民を乗せたバスの先導等の支
援活動を実施した。
６月２日からは、約３００人体制の特別警備隊を編成し、計画的避難区域等の警戒・警ら活動を
強化した。

半径２０キロメートル圏内における捜索
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地図使用承認©昭文社第53G019号

図―６ 緊急交通路の指定

東北自動車道矢板 ICでの流入規制

常磐自動車道水戸 IC～那珂 IC間での
路面の陥没と波打ち

３ 交通対策
（１）緊急交通路の確保

警察では、地震発生の翌日（平成２３年３月１２日）には、人命救助や緊急物資輸送に必要な車両等
の通行を確保するため、災害対策基本法に基づき、東北自動車道、常磐自動車道、磐越自動車道の
一部区間等を緊急交通路に指定した。
その一方で、同年３月１６日から同月２２日にかけて、高速道路の補修状況等に応じて、交通規制
の実施区間を順次縮小し、残る規制区間においても大型車等を規制の対象から除外するなど、交
通規制による市民生活への影響を最小限にとどめるよう努めた。その後、同月２４日には、主要高
速道路の交通規制を全面解除した。

（２）緊急通行車両確認標章の交付
交付対象の拡大等の経緯（概要）

３／１２ 医薬品、医療機器等の輸送車両
３／１３ 食料品、生活用品、燃料等の輸送車両

医師・歯科医師の使用車両
建設機械等の輸送車両

３／１４ 高速バス
３／１５ 家畜の飼料の輸送車両
３／１６ タンクローリーに ICでも交付
３／１２ 大型車等は標章なしで通行可
３／２４ 交付終了

緊急交通路の指定に伴い、警察では、通行に必要な緊
急通行車両確認標章（注）の適切な交付を図った。指定当
初は公的機関の災害応急対策、政府の緊急物資輸送へ
の協力、食料、医薬品、燃料等の輸送を行う車両への交
付を最優先としたが、道路の補修状況や被災地の状況
を踏まえ、交付対象を柔軟に拡大した。また、手続きの
簡素化による迅速な交付にも努め、特にタンクロー
リーに対しては、警察署に加えて、高速道路のインターチェンジでも交付を行った。
交通規制が全面解除された平成２３年３月２４日までに、合計１６万３，２０８枚の標章を交付した。

注：災害対策基本法施行令第３３条第２項に規定する標章
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岩手県警察においては、被害の大きかった沿岸部の
被災者の利便を図るため、２３年３月２８日から同年４月
１４日までの間、釜石警察署管内、宮古警察署管内及び大
船渡警察署管内の小中学校等に再交付申請の臨時窓口
を設置した。

臨時窓口の設置状況（釜石地区合同庁舎）

（３）自動車保管場所証明手続に関する対応

東日本大震災により自宅や自動車を失った被災者からの自動車保管場所証明申請について、
申請書類を簡素化し、保管場所の現地調査を省略するなど、可能な限り簡便な手続で、速やかに
自動車保管場所証明書を交付することとした。

（４）運転免許手続に関する対応

① 運転免許証の有効期間の延長等
平成２３年（２０１１年）東北地方太平洋沖地震による災害が、特定非常災害（注１）として指定された
ことに伴い、地震発生日以降に運転免許証の有効期間が満了する被災者については、有効期間を
延長するなどの措置を講じた。
② 運転免許証の再交付の推進
運転免許証が自動車等の運転の際に必要であること、身分証明書として有用であることに鑑
み、業務の復旧に努めた結果、平成２３年４月３日までには運転免許センター等が被災した全ての
県において再交付業務を再開した。また、再交付申請の際に必要となる写真を警察で撮影するほ
か、住所地を離れて避難生活を送っている被災者に対しては、住民票の写し等に代えて避難施設
の責任者等が作成する居住証明書による再交付申請を受け付けるなど、被災者の負担軽減に努
めた。

（５）信号機の滅灯への対応

信号機が滅灯した交差点における交通整理

地震や津波によって、原子力発電所や火力発電
所が大きな被害を受け、電力需要に対応した十分
な電力供給を常時行うことが困難となったことか
ら、東京電力株式会社の管内において、平成２３年３
月１４日から計画停電が実施された。
計画停電の実施時には、多数の信号機が滅
灯（注２）したため、警察では、信号機が滅灯した主要な交差点に警察官を配置して手信号等による
交通整理を行った。特に、信号機の滅灯が約２万２００か所に及んだ同年３月１７日には、約３，１００か
所で約７，３００人の警察官が交通整理に従事した。また、自動車等での外出の自粛、交差点での一時
停止等の慎重な運転を広報するなどの措置を講じた。

注１：特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律第２条第１項に規定される特定非常災害をいう。
２：信号が表示されない状態をいう。
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平成２２年
（１日平均） ３月１１日 ３月１２日 ３月１３日 ３月１４日 ３月１５日 ３月１６日

岩手県
受理件数 110 403 478 421 301 257 216
指数 1 3.7 4.3 3.8 2.7 2.3 2.0

宮城県
受理件数 329 1,096 1,893 969 1,099 935 858
指数 1 3.3 5.8 2.9 3.3 2.8 2.6

福島県
受理件数 244 443 415 669 562 496 398
指数 1 1.8 1.7 2.7 2.3 2.0 1.6

注：「指数」は、平成２２年における１日当たりの１１０番受理件数を１とした。

表―２ １１０番受理状況（平成２３年３月１１日～１６日）

地域警察特別派遣部隊による活動状況 特別機動捜査派遣部隊の出動状況

４ 被災地における安全・安心の確保
（１）緊急通報への対応

岩手県警察、宮城県警察及び福島県警察における地震発生日の１１０番受理件数はそれぞれ４０３
件、１，０９６件及び４４３件、その翌日の１１０番受理件数は４７８件、１，８９３件及び４１５件であり、平成２２年中
の１日当たりの１１０番受理件数（１１０件、３２９件及び２４４件）を大きく超える数の１１０番通報がなされ
た。このため、各県警察では、受理・指令体制を強化し、救助要請、安否確認、被災状況の問い合わ
せ等の緊急通報に対応した。

（２）震災に便乗した各種犯罪への対策

① 地域警察特別派遣部隊による警戒・警ら活動
被災地における違法行為の発生を抑止するとともに、地域の安全・安心を確保するため、４０の
都道府県警察では、「地域警察特別派遣部隊」を編成して、地域警察官とパトカー（１日当たり最
大４４９人、２１０台）を岩手県警察、宮城県警察及び福島県警察に派遣し、警戒・警ら活動を推進し
た。
② 特別機動捜査派遣部隊による犯罪の取締り
犯罪発生時における初動捜査等を的確に行い、被災地における犯罪の取締機能を回復・維持
するため、１１の都道府県警察では、「特別機動捜査派遣部隊」を編成して、警察官と捜査用車両（１
日当たり最大７６人、１９台）を岩手県警察、宮城県警察及び福島県警察に派遣した。
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自営業の男（５０）らは、医薬品の販売許可がないにもかかわらず、「体内に侵入した放射性物質
せつ

を吸着し、排泄します」などと放射性物質の体外排泄効果をうたって医薬品を販売するなどし
た。平成２３年４月、２人を薬事法違反（医薬品の無許可販売等）で逮捕した（警視庁）。

無職の男（３９）は、被災者を装い、インターネット上の掲示板に「被災地に遊びに行っていて被
災した。交通費を支援してほしい」などと書き込み、これを見て連絡した被害者に対し、現金１２万
円を預金口座に振り込ませた。２３年４月、同人を詐欺罪で逮捕した（長野）。

③ 閉鎖施設等に対する防犯対策の強化
震災により閉鎖した金融機関、コンビニエンスストア等のATMや金庫から現金等を窃取す
る事件が発生したことから、警察庁から金融機関等に対して、管理強化や現金の早期回収等によ
り、これらの閉鎖施設等に対する防犯対策を強化するよう要請した。
④ 震災に便乗した悪質商法、義援金名目の詐欺等への対策

政府広報による注意喚起

震災や原子力発電所の事故に便乗した悪質商
法、義援金名目の詐欺事件等の発生を受け、関連情
報の収集や関係機関・団体との情報共有を行った
上、取締りの徹底を図るとともに、政府広報や警察
庁ウェブサイトを利用した広報啓発活動、犯罪利
用口座凍結のための金融機関への情報提供等を推
進した。
⑤ 復旧・復興事業からの暴力団排除の取組
復旧・復興事業への暴力団等の介入を阻止するため、建設業、廃棄物処理事業等の各業界団体
に、契約書等への暴力団排除条項の導入の徹底を要請するなど、関係機関・団体との連携を強化
している。

（３）流言飛語の実態と対策

チラシの配布による注意喚起

被災地を始めとする全国各地においては、「被災地では、ナイ
フで武装した外国人窃盗グループが荒らしまわっている」など
といった被災者の不安心理をあおり立てるような流言飛語が、
口伝えや電子メール、インターネット上の掲示板への書き込み
等により流布した。
警察では、国民がこうした流言飛語に惑わされないよう、チラ
シの配布等により、広く注意喚起を行った。特に、インターネッ
ト上の流言飛語については、インターネット利用者に対する注
意喚起を行うとともに、これらのうち、法令や公序良俗に反し、
著しく国民の不安感を高める悪質な情報については、サイト管
理者等に対して、利用規約等に照らして自主的に適切な対応を
とるよう依頼した。
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女性警察官による活動状況

避難所を訪問した女性警察官は、被災者に寄り添い、パトロール要望等の警察関係の相談のみ
ならず、「家も家族も畑も何もかも全て失った。生きる希望が持てない」、「今後、生活していくお
金がない」など、過酷な状況に置かれた被災者からの切実な相談にも親身に耳を傾け、各種支援
制度を紹介するなどして、その不安感を解消することに努めた。
被災者からは、「話を聞いてもらえるだけでありがたい。生きる希望が持てた」、「警察官の姿
が見えると安心する」、「また来てほしい」などの声が寄せられた。

移動交番における相談の受理状況

（４）被災者への支援

① 避難所の訪問を通じた相談対応の強化
避難所での生活が長期間にわたることから生じる様々な問題を解消し、被災者の安全・安心
を確保するため、女性警察官等が避難所を訪問して、被災者からの相談に対応するなどの被災者
支援活動を行った。また、こうした活動を実施するに当たり、皇宮警察及び１６の都道府県警察か
ら女性警察官等（１日当たり最大１１５人）が、岩手県警察、宮城県警察及び福島県警察に派遣され
た。

② 移動交番の設置による被災者への対応
被災地の一部の警察署では、管内の全避難所を巡回する「移動交番」を開設し、遺失届や被害届
の受理のほか、チラシの配布等による防犯に資する情報の提供や被災者からの各種要望・相談
への対応等の活動を行った。
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行方不明者相談ダイヤルの受理状況

③ 自主的な防犯活動への支援

自主的な防犯活動の実施状況

被災地においては、防犯パトロール等の自主
的な防犯活動が実施された。警察では、被災者と
合同パトロールを実施したり、自主的な防犯活
動を行ったりする団体や個人に対して、活動用
ジャンパー、腕章、懐中電灯等が十分に行き渡る
ようにするなどして、こうした団体の結成や活
動を支援した。
④ 預貯金口座開設時等における本人確認方
法の特例

震災により運転免許証等の本人確認書類を亡
失し、これを用意することが困難な被災者が預貯金口座を開設する場合等における本人確認に
ついて、関係省庁と連携の上、暫定的な措置として、申告を受ける方法で足りることとする特例
措置を講じた。
⑤ 警備業者との連携
（社）全国警備業協会や各都道府県の警備業協会の呼び掛けに応じた全国の警備業者が、警察
との連携の下、防犯パトロール等の防犯活動を実施した。

（５）行方不明に係る相談への対応

① 行方不明者相談ダイヤルの開設等
岩手県警察、宮城県警察及び福島県警察は、全国から寄せられる被災者の親族等からの行方不
明に係る相談に対応するため、「行方不明者相談ダイヤル」（以下「相談ダイヤル」という。）を開設
し、相談ダイヤルの電話番号をウェブサイト、新聞等に掲載し、周知するとともに、相談ダイヤル
に寄せられた行方不明者の情報と避難所に避難している方の情報とを照合するなどして、安否
確認を推進した。

② 外国人に係る相談への対応
在日大使館等から寄せられた外国人の行方不明に係る相談については、外務省がその情報を
集約した上で、警察庁を通じて関係都道府県警察に提供するなど、外務省と警察が連携を図りつ
つ、対応した。
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平成２３年３月１１日、福島第一原子力発電所で発生した事故に関し、周辺住民に対して避難指示
等が発令された。防災行政無線による自治体への避難指示等の到達が未確認であったことから、
確実を期すために、警察無線を活用して警察官が自治体に避難指示等の伝達を行った（福島）。

５ 警察の情報通信の役割
東日本大震災では、電気通信事業者の回線が不通になったり、携帯電話が通話困難になったり
する中、警察が独自に整備・維持管理している無線多重回線、車載通信系を始めとした各種の警
察無線等が、被災状況の把握、被災者の救出救助や避難誘導、行方不明者の捜索等を行う上で重
要かつ不可欠な情報の収集・伝達手段となった。警察では、地震発生当初から、通信対策を行い、
警察活動に必要な情報通信を維持・確保した。

（１）警察の情報通信の維持

捜索活動における警察無線機の利用

無線中継所への燃料の搬送

① 警察通信施設の機能の維持
地震により東北地方を中心に多くの警察通信施設が被
災したが、警察では、無線中継所に代替用のアンテナを臨

そう

時に設置するとともに、データ通信の輻輳に対応するた
め、通信回線のデータ通信容量を増加させる応急処置を
講じるなどして、警察活動に必要な情報通信を維持した。
② 警察通信施設への給電対策
地震発生当初、東北地方では、多くの警察通信施設が停
電となった。その後も被災地を中心に電力の供給が不安
定な中、警察では、非常用発電機により無線中継所の電源
を確保するとともに、山頂付近の無線中継所まで、徒歩で
非常用発電機の燃料を搬送し補給することなどにより、
警察通信施設の機能を維持した。

（２）機動警察通信隊の活動

被災現場の映像を伝送する機動警察通信隊員

警察では、被災地において、迅速かつ的確な救出救助活
動を行うため、ヘリコプターテレビシステムや衛星通信
システム等を運用し、被災状況の把握、住民の避難誘導活
動等に必要な映像を、警察庁、首相官邸、現地警備本部等
にリアルタイムで伝送した。
また、各所に設置した現地警備本部、被災した警察署の
代替施設等における通信手段を確保するため、臨時の無
線中継所の構築、各種通信機器の設置・設定等を行った。
さらに、各都道府県に設置されている情報通信部から通
信資機材、非常用発電機を被災地に集めるとともに、応援派遣された機動警察通信隊がそれら資
機材を運用するなどして、広域緊急援助隊等の活動を行う上で必要な通信を確保した。
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岩手県陸前高田市の中心部にあった大船渡警察署高
田幹部交番は、街頭パトロールの強化等により犯罪を
激減させた功績で、平成２３年２月、岩手県警察で初めて
「優秀交番」に選出された交番である。この実績を導い
た交番所長は、同年３月末の定年退職を目前に控える
中、勤務中に震災に遭遇し、殉職した。津波が港の水門
を越えたとの報告を部下から受けたこの所長は、住民
らを避難させるよう指示した後、「ここからが俺の本当
の仕事」と言い残し、無線で指揮をとるため交番に独り
踏みとどまり、津波に飲み込まれた。

被災した岩手県大船渡警察署高田幹部交番

岩手県警察 宮城県警察 福島県警察 合 計

警 察 本 部
0所 1所 1所1分庁舎 2所1分庁舎

うち、使用不能は1分庁舎

警 察 署
14署 24署 20署4分庁舎 58署4分庁舎

うち、使用不能は3署

交 番 ・ 駐 在 所
56所 120所 57所 233所

うち、使用不能は43所
車 両 25台 36台 7台 68台
船 舶 1隻 2隻 0隻 3隻

表―４ 警察施設等の被害状況（平成２３年６月２０日現在）

６ 警察の被害状況
（１）殉職

殉 職 行方不明
東 北 管 区 警 察 局 1人 0人
岩 手 県 警 察 9人 2人
宮 城 県 警 察 11人 2人
福 島 県 警 察 4人 1人
合 計 25人 5人

表―３ 死亡が確認された警察官等の数（平成２３年６月２０日現在）

東日本大震災において、職務執行中に被災し
死亡が確認された警察官は２５人、行方不明と
なった警察官は５人に上った（平成２３年６月２０
日現在）。これらのほとんどは、津波からの避難
誘導に当たっており、中には非番日にもかかわ
らず現場に駆けつけた者もいた。

（２）警察施設等の被害状況

被災した宮城県岩沼警察署閖上駐在所

福島県警察では、警察本部庁舎が地震により被
害を受けたため、災害対策本部機能を福島警察署
に移転させた。また、岩手県釜石警察署、宮城県気
仙沼警察署及び同県南三陸警察署が津波で使用不
能になるとともに、多数の交番・駐在所が全半壊
した。さらに、警察用車両や船舶にも大きな被害が
生じた。
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救助活動を経験して
前 警視庁特科車両隊第二中隊長（現 警察庁警備局警備課）

むか い ゆう すけ

向井 祐輔 警部

平成２３年３月１１日午後６時、警視庁特科車両隊の約１００名は、隊長指揮
のもと、広域緊急援助隊の第一陣として仙台市を目指しました。翌日早
朝、若林区荒浜地区に到着すると、そこには今まで見たこともない光景が
広がっていました。根本から水平に折れ曲がり、鉄筋だけになった電柱。
コンクリートの土台さえも破壊された家屋等…。
「助けを待っている人が必ずいる。」私はそれだけを思い救助活動を始
めました。隊員も声にこそ出しませんでしたが、その表情から同じ思いだ
ということが伝わってきました。しかし、がれきや深みに何度も行く手を
阻まれ、余震の度に避難を余儀なくされるなど、救助活動は困難を極めま
した。
救助活動は時間との闘いですが、焦って見落としがあるようなことは絶対に許されません。そんなプレッシャーの

中、背丈を超え延々と続くがれきを乗り越え、二日間家屋に取り残された男性を救助した時は、我々に与えられた任務
の重要性や使命感を感じることが出来ました。また、厳しい現場での救助活動を完遂出来たのは、日頃から部隊活動を

きずな

通じて連帯感や絆を養っている機動隊員ならではだったからだと思います。今後も、厳しい訓練の中で仲間と団結し、
職務に励みます。

警察活動に必要な通信を確保するために
中部管区警察局福井県情報通信部機動通信課

もり した ゆう じ

森下 裕司 技官

「緊急地震速報発令中、捜索活動中の隊員は高台に避難せよ」緊迫した無線が
流れます。電気通信事業者の通信が途絶する中、我々の頼みの綱は警察無線だけ
でした。
私は、震災発生日から広域緊急援助隊に帯同し、宮城県石巻市において、部隊

拠点から遠く離れた場所でも隊員間で連絡を取り合い、捜索活動等を円滑に行
うことができるよう、応急的に通信エリア拡大のためのアンテナや通信機器を
設置するなどして、警察活動に必要な通信を確保しました。
警察活動を行う上で情報の的確な伝達は必要不可欠であり、正に警察情報通

信は「警察活動の生命線」です。そのため私たちは、どのような状況下でも現場の
警察活動に必要な通信を確保し、途絶させないように維持しなければなりませ
ん。元々、無線通信に興味があり飛び込んだ世界ですが、このように重要な使命
を担っていることに一層やりがいを感じ、日々の業務に誇りを持って取り組ん
でいます。

警視庁
ピーポくん


